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（仮称）宇治川太閤堤跡歴史公園整備運営事業 特定事業の選定 
 

宇治市（以下、「市」という。）は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律」（平成11年法律第117号。以下、「PFI法」という。）第7条の規定によ

り、「（仮称）宇治川太閤堤跡歴史公園整備運営事業」を特定事業として選定したので、

同法第11条の規定に基づき、特定事業選定にあたっての客観的な評価結果を公表する。 

 

平成29年8月25日 

 

 

 

宇治市長 山本 正 
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（仮称）宇治川太閤堤跡歴史公園整備運営事業 
特定事業の選定について 

 
１．事業概要 

（１） 事業名称 

（仮称）宇治川太閤堤跡歴史公園整備運営事業（以下、「本事業」という。） 

 

（２） 対象施設 

（仮称）宇治川太閤堤跡歴史公園 

 

（３） 公共施設の管理者の名称 

宇治市長 山本 正 

 

（４） 事業の目的 

本事業は、国史跡「宇治川太閤堤跡」の保存・活用を図り「秀吉と宇治茶」を中心とした

宇治の歴史・文化を総合的に分かりやすく伝えるとともに、宇治茶に関する様々な体験がで

きる観光交流の場とすることより、周辺地域と連携して宇治の観光振興及び地域振興を図る

こととし、以下の 3つを本事業の目的とする。 

 

・国史跡「宇治川太閤堤跡」の保存・活用 

・宇治の歴史・文化・観光に関する情報発信  

・宇治茶に関する魅力発信 

 

（５） 事業概要 

① 事業方式 

本事業は、民間事業者が施設等を整備し、施設等完成後に市に所有権を移転し、事業期間

中、市が施設等の所有権を有したまま、民間事業者が維持管理・運営を行う BTO（Build, 

Transfer and Operate）方式とする。 

 

② 業務範囲 

本事業を実施する民間事業者として市より決定された民間事業者（以下、「優先交渉権

者」という。）は、本事業の遂行のみを目的とする特別目的会社（以下、「SPC」（Special 

Purpose Company）という。）を設立し、SPCは以下の業務を実施する。 

 

ア 設計業務（史跡ゾーンを除く） 

・設計業務 

・設計業務に伴う報告等 
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・市への設計図書の提出 

・建築確認・許認可等の手続き 

・その他必要な業務 

 

イ 建設業務（史跡ゾーンを除く） 

・建設工事業務 

・建設工事業務に伴う報告等 

・展示製作及び設置業務 

・その他必要な業務 

 

ウ 工事監理業務（史跡ゾーンを除く） 

・工事監理業務 

・工事監理業務に伴う報告等 

・その他必要な業務 

 

エ 維持管理業務 

・建築物保守管理業務 

・建築設備保守管理業務 

・展示物等保守管理業務 

・什器備品等保守管理業務 

・清掃業務 

・警備業務 

・施設修繕及び更新業務 

・外構施設保守管理業務 

・駐車場保守管理業務 

・植栽維持管理業務 

 

オ 運営業務 

・受付・予約管理業務 

・利用料金徴収業務 

・館内案内、団体対応業務 

・展示企画業務 

・地域イベント等企画・運営業務 

・茶体験プログラムの企画・運営業務 

・備品、消耗品等調達業務 

・レストラン・喫茶運営業務 

・ミュージアムショップ運営業務 
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・観光交流講座の企画・運営業務 

・観光案内業務 

・広報活動業務 

・事業統括業務 

・駐車場運営業務 

 

（６） 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約の締結日から平成 49年 3月 31日までの期間とする。また、

（仮称）宇治川太閤堤跡歴史公園（史跡ゾーンを除く）の供用開始は平成 33 年 10 月を予定
している。 

 

（７） 本事業の収入及び費用に関する事項 

① 公共の支払いに関する事項 

SPCに対する支払いは、以下の 3種からなる。 

 

ア 交流ゾーンの設計・建設・工事監理に対するサービス対価 

・交流ゾーンの設計・建設・工事監理に対する対価 

 

イ 史跡ゾーンの維持管理・運営に対するサービス対価 

・遺構再現展示の維持管理・運営に対する対価 

・広場の維持管理・運営に対する対価 

・修景茶園の維持管理・運営に対する対価 

 

ウ 交流ゾーンの維持管理・運営に対するサービス対価 

・観光交流機能 A（歴史・文化の情報発信）に対する対価 

・観光交流機能 B（宇治茶体験）に対する対価 

・観光交流機能 C（講座室・会議室）に対する対価 

・憩い・くつろぎ機能に対する対価 

・その他維持管理・運営に対する対価 
 

設計・建設・工事監理に対するサービス対価は、設計・建設期間中の一括支払い及び建設

工事完了後から事業期間終了までの間で支払う割賦払いとする。 

維持管理・運営に対するサービス対価は、供用開始から事業期間終了までの間、SPC に支

払う。なお、観光交流機能 A 及び B 並びに C については、SPC が利用者から直接収受する

利用料金とは別に、市がサービス対価を支払うものとする。 
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② SPCの収入 

上記①に示すサービス対価の他、SPC は自ら収受できる収入として、観光交流センター内

の歴史・文化の情報発信スペースの入館料、ミュージアムショップの運営から得られる収入、

レストラン・喫茶の運営から得られる収入、茶体験プログラムの企画・運営から得られる収

入、講座から得られる収入、講座室・会議室の運営から得られる収入、駐車場の運営から得

られる収入等がある。 

また、提案により、観光案内による収入、エントランスホール、庭園及びエントランス広

場の一時利用等による収入についても得ることができる。 

 

③ 行政財産の貸付に関する事項 

市は SPCに対して、レストラン・喫茶及びミュージアムショップに要する部分に関し、

PFI法第 69条に基づく貸付を行う。SPCは貸付に伴う賃借料を毎年市に納付するものとす

る。 

 

２．PFI事業として実施することの評価 

（１） 評価方法 

市は、本事業を PFI事業として実施することにより、従来型の手法により実施した場合に比

べて、事業期間全体を通じた市の財政負担の縮減やサービス水準の向上が図られ、効率的か

つ効果的に実施できることを選定の基準とした。具体的な選定の基準は以下のとおり。 

 

① コスト算出による定量的評価 

本事業を市が自ら実施する場合の公共の財政負担額と PFI 事業で実施する場合の公共の財

政負担額を算出のうえ、これを現在価値に換算し、比較することにより評価を行う。 

 

② PFI事業として実施することの定性的評価 

本事業を PFI 事業として実施する場合、一連の業務を民間事業者に委ねることにより期待

される効果を定性的な観点から評価する。 

 

③ 上記①及び②を踏まえた総合的評価 

上記の定量的評価及び定性的評価並びに実施方針及び実施方針（変更）に関する質問及び

意見等を総合的に勘案したうえで、次のいずれかが期待できる場合に特定事業として選定す

る。 

ア 公共サービスが同一水準にある場合において事業期間全体を通じた公的財政負担の縮

減が期待できること。 

イ 公的財政負担が同一の水準にある場合において公的サービスの水準の向上を期待でき

ること。 
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（２） 評価結果 

① コスト算出による定量的評価 

ア 公共の財政負担額算定の前提条件 

本事業を市が自ら実施する場合の公共の財政負担額と PFI 事業で実施する場合の公共

の財政負担額の算出に当たり、本事業の採算性及び事業成立性を評価するものとして、

その前提条件を次のとおり設定した。 

なお、これらの前提条件は、市が独自に設定したものであり、実際の民間事業者の提

案内容を制約するものではなく、また一致するものではない。 

 

表 公共の財政負担額算定の前提条件 

項目 市が自ら実施する場合 PFI事業で実施する場合 

公共の財政負担額の主

な内訳 

① 設計費 
② 工事費 
③ 工事監理費 
④ 維持管理費 
⑤ 運営費 

① 設計費 
② 工事費 
③ 工事監理費 
④ 維持管理費 
⑤ 運営費 
⑥ SPC運営費 
⑦ アドバイザー費 
⑧ モニタリング費 
⑨ 公租公課 

共通の条件 ① 事業期間 18 年 6 ヶ月（工事期間 2 年 6 ヶ月、準備期
間 6ヶ月、維持管理・運営期間 15年 6ヶ月） 

② 敷地面積 交流ゾーン 1.1ha 
史跡ゾーン 1.4ha 

③ 割引率 1.21％ 
資金調達に関する事項 ① 国庫補助金 

② 起債 
③ 一般財源 

① 国庫補助金 
② 起債 
③ 市中銀行借入 
・償還期間 16年 
・固定金利  

④ 資本金 
積算方法 概略の施設基本計画を策定

し、同規模・同用途の事業

における実績値等を勘案し

て策定 

市が直接実施する場合に比べ

一定割合の縮減が実現するも

のとして設定 
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イ 公共の財政負担額の比較 

上記①の前提条件に基づき、公共の財政負担額を比較すると、以下のとおりとなる。

ここでは、市が直接実施する場合の公共の財政負担額を 100 とし、PFI 事業で実施する

場合との比較を行う。 

表 公共の財政負担額の比較 

 公共の財政負担額 

市が自ら実施する場合 100 

PFI事業で実施する場合 93.1 

 

② PFI事業として実施することの定性的評価 

本事業を PFI 事業として、設計・建設、維持管理・運営を一体で実施することにより、民

間事業者のノウハウを活かし、ミュージアム（歴史・文化の情報発信）、宇治茶体験、レス

トラン・喫茶、講座室・会議室、ミュージアムショップ、駐車場などの運営やイベントの企

画・実施に関する専門性や創意工夫が発揮され、サービス水準の向上が期待できる。 

 

③ 上記①及び②を踏まえた総合的評価 

本事業は、PFI 導入可能性調査から計画見直しを含めて事業内容が具体化してきた結果、
混合型（運営独立採算型＋サービス購入型）の PFI 事業として実施した場合、市の財政負担

の軽減が期待できるほか、定量的評価及び定性的評価で提示した効果が期待できる。また、

実施方針及び実施方針（変更）の公表後の事業者からの質問・意見においても、PFI 事業へ

の関心度が高いことから、PFI事業として効率的かつ効果的に実施ができると評価した。 

 

以上より、本事業を PFI 事業として実施することが適切であると認められるため、ここに

PFI法第 7条に基づく特定事業として選定する。 


